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貸借対照表 

(２０２４年３月３１日現在) 

（単位：　千円）

(資産の部） （負債の部）

8,128,582 8,511,761

現 金 及 び 預 金 280,177 支 払 手 形 8,570

預 け 金 252,395 電 子 記 録 債 務 2,484,921

受 取 手 形 291,009 買 掛 金 669,011

電 子 記 録 債 権 999,537 工 事 未 払 金 1,044,091

売 掛 金 1,618,666 短 期 借 入 金 1,000,000

完 成 工 事 未 収 入 金 2,497,031 1年内返済予定の長期借入金 750,000

契 約 資 産 372,980 未 払 金 266,366

商 品 及 び 製 品 266,053 未 払 法 人 税 等 243,482

仕 掛 品 271,920 未 払 消 費 税 等 385,727

未 成 工 事 支 出 金 315,145 未 払 費 用 541,715

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 931,712 契 約 負 債 228,759

そ の 他 39,005 預 り 金 32,531

貸 倒 引 当 金 △ 7,054 賞 与 引 当 金 751,399

完成工事補償引当金 28,644

6,100,588 そ の 他 76,540

4,062,999

建 物 585,623 1,693,504

構 築 物 35,888 長 期 借 入 金 1,125,000

機 械 装 置 718,189 長 期 未 払 金 568,504

車 両 運 搬 具 9,180

工 具 器 具 備 品 171,828 10,205,266

土 地 2,542,036

建 設 仮 勘 定 253 4,023,904

93,299 300,000

商 標 権 8,666 3,723,904

ソ フ ト ウ ェ ア 80,932 75,000

そ の 他 3,700 3,648,904

1,944,288 繰 越 利 益 剰 余 金 3,648,904

長 期 差 入 保 証 金 216,584

繰 延 税 金 資 産 148,360

前 払 年 金 費 用 1,572,244 4,023,904

そ の 他 22,744

貸 倒 引 当 金 △ 15,645

14,229,170 14,229,170

資 本 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金

流 動 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

株 主 資 本

流 動 負 債

固 定 負 債

負 債 合 計

（純資産の部）

無 形 固 定 資 産

利 益 準 備 金

投 資 そ の 他 の 資 産

純 資 産 合 計

負 債 ・ 純 資 産 合 計資 産 合 計

※当期純利益 1,238,618 千円 



 2

個別注記表 

 

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１-１.資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産 

商品及び製品 先入先出法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法) 

仕掛品 個別法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法) 

未成工事支出金 個別法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法) 

原材料及び貯蔵品 先入先出法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法) 

 

１-２.固定資産の減価償却方法 

(1)有形固定資産(リース資産を除く) 

定額法を採用しております。 

(2)無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5 年）に基づく定額法によっております。 

 

１-３.引当金の計上基準 

(1)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっており

ます。 

数理計算上の差異は５年による定額法により按分した額を翌期から費用処理しております。 

過去勤務費用は５年による定額法により費用処理しております。 

なお、当期末において認識すべき年金資産が、退職給付債務から未認識数理計算上の差異を控除した額を超過するため、前払

年金費用として投資その他の資産に計上しております。 

(2)完成工事補償引当金 

完成工事の瑕疵担保及びアフターサービス等の支出に備えるため、過去の実績を基礎にして発生見込額を計上しております。 

(3)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率に基づき計上しており、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(4)賞与引当金 

従業員賞与の支払に充当するため、支給見込額に基づき計上しております。 

 

１-４.収益及び費用の計上基準 

当社では、工事部門、修理部門及び商品部門において事業を行っております。 

工事部門の事業における履行義務は、主にガソリンスタンド及び自家用給油所に関わる設計・施工、並びに、危険物施設及びＢＣＰ

対策に関わる燃料供給設備の設計施工の請負であります。当該履行義務は、一定期間にわたって充足されるため、出来高に応じて

収益を認識しております。 

ただし、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事契約については、一

定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した引渡時点で収益を認識しております。 

修理部門の事業における履行義務は、顧客との契約上の条件に従い、当該契約に基づく製品の保守・点検サービスの提供を行う

ものであります。修理事業における取引には、契約上の条件が履行された時点をもって履行義務が充足されると判断し、当該時点で

収益を認識する取引と、一定の期間にわたり履行義務を充足する取引とがあります。一定の期間にわたり履行義務を充足する取引に

ついては、保守サービスの提供期間に対する経過日数の割合や点検対象の機械の台数に対する点検済の台数の割合等により測定

される進捗度に応じて収益を認識しております。 

商品部門の事業における履行義務は、顧客との販売契約に基づいて、流量計及びその他計装システム製品等の商品又は製品の

引き渡しを行うものであります。当該履行義務は、商品又は製品を引き渡す一時点において、顧客が当該商品又は製品に対する支

配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。 

取引価格は、製品またはサービスを顧客に提供することによって、当社が権利を得ると見込む対価に基づいて測定しており、対価

の支払条件は、通常、製品またはサービスを顧客に提供した後、短期間で支払期日が到来し、契約には重要な金融要素は含まれて

いません。 

なお、履行義務の充足よりも前に支払期日が到来する場合もあり、その場合の入金額は契約負債として認識しています。 

値未満の端数を切り捨てて表示しております。 


